







施主体の役割を果たしてきたが,     年４月に ｢子ども・子育て支援新制度｣ が導入されて以
降, 保育制度の管理と保育の実施主体が分離されることになった｡ それは, 保育の供給におけ
る ｢準市場｣ の導入であり, 利用者は保育施設と直接契約を結ぶ｡ その結果, 市場化が進み認
定こども園, 小規模保育事業, 企業主導型保育など多様な保育の供給主体が急増している｡
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要 旨    年代以降の福祉国家の変容は福祉の契約主義化である｡ それは            という
｢福祉と労働に関する新しい考え方｣ のもとで必要 (ニード) に基づく福祉を需要 (ディマンド)
に基づく福祉へと転換した｡ 医療, 教育, 介護や保育などの福祉供給に ｢準市場｣ の理論にもと
づく競争原理が導入された｡ ｢準市場｣ の理論は,     年に成立したイギリスのニューレイバー
による ｢第三の道｣ に典型的に見られるように, 公私のパートナーシップを伴いながら, 社会的
投資アプローチの理論的基礎となった｡ わが国においても,     年代後半に始まる社会福祉基礎
構造改革のもとで福祉の市場化が進められている｡ 本稿の課題は, 社会的ケアのうち, とくに保
育に焦点をあてて,     年４月に導入された ｢子ども・子育て支援新制度｣ 以降, 本格化する市








｢新制度｣ は待機児童対策としての保育の量的拡大を目指すというが, それは同時に, 保育士
配置基準や子ども１人当たりの面積などの大幅な規制緩和を伴うものであった (中山         ；伊藤    )｡ さらに    年  月１日からは, 『経済財政運営と改革の基本方針    』 ｢人
づくり革命の実現と拡大｣, ｢人材への投資｣ において提起された幼児教育・保育の無償化が実




育所や, ３分の１とされている, その他の認可外保育施設 (ファミリーサポートセンター, ベ
ビーシッター, ベビーホテルを含む) も無償化の対象となっているために, 保育の根幹に関わ
る質を巡る安全上の問題点が指摘されている｡ こうした無償化は保育の市場化を一層進展させ
ることになる｡ なぜなら, すでに    年の ｢新制度｣ 以降, 市場化による保育の供給主体の多




味しており, 他方では, 市場化を一層進めることにより, 保育所と直接契約を結ぶ子どもの親
の自己責任がさらに強化されることになる｡     年以降, 保育所の経営悪化による突然の閉鎖
や, 保育の質の悪化さらに保育事故が頻発しているけれども, そこで生じる保育の欠落は, 結
局は契約の主体である子どもの親の自己責任に帰せられるからである２)｡
それでは, 急速に進む保育の市場化は, わが国における政府の政策においてどのような位置
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１) ここで示唆的なのは, イギリスにおける保育の市場化である｡     年に成立したニューレイバーは,
子どもの貧困対策のため, 貧困な子どもの母親の労働市場進出を容易にするための保育の整備に重点
的に財政資金を投入した｡ その方法は ｢準市場｣ 化である｡ その結果,     年から    年までの企業
による保育は実に７倍に増加した (             )｡     年時点で企業経営の保育所と独立系お
よび公私のパートナーシップの私立の保育所の資本規模は全体の約  ％, 公立保育所の割合は約  ％
に過ぎない｡ 保育の市場化はさらに進み,     年時点で私立の保育所 (企業経営と独立系および公私
のパートナーシップ) は約  ％, 公立保育所は  ％である (          )｡     年時点では働く女
性の５人に１人が, 保育料高騰のため支払いに困る状態であったが,     年の 『子どものいる家庭の
保育と親の就業に関する調査』 では, 働きたいけれど働けない親の  ％が ｢保育料に見合った仕事が
ない｣ というものであった (原        )｡ イギリスでは,     年に保守党の単独政権が成立した
が, 緊縮政策下にもかかわらず, 保育の無償化は拡大している｡     年９月から政府は, 労働党によ
る３‒４歳児にたいする週  時間の無料保育に対する補助を,   時間に倍増している (                 ：   )｡
２)     年度に行政が立ち入り調査した認可外保育施設のうち, ４割が最低基準に達していなかった｡
また    年から    年における, 認可外施設における子ども一人当たりの死亡事故の発生率は, 実に
認可施設の  倍に上るという (『朝日新聞 (電子版)』     年３月  日)｡
づけを与えられてきたのだろうか｡ 以下で見られるように一つは, 労働市場のなかで比重の高
まる女性労働力創出のための保育拡充による待機児童対策であり, もう一つは, サービス部門
における ｢雇用創出｣ 戦略である｡ 事実,     年代以降, 待機児童対策を本格化した小泉政権
下では, 経済諮問会議 『サービス部門における雇用拡大を戦略とする経済の活性化に関する専
門調査会緊急報告』 (    年５月  日) の中で, ｢保育サービスや放課後の児童クラブ拡充｣ は
｢雇用創出型の構造改革｣ の中に位置づけられるとともに, ｢規制改革｣ による ｢公設民営化｣
という手法が推進されている｡ 民主党政権下の経済産業省 『産業構造ビジョン    』 (    年
６月) においても, ｢我々はこれから何で稼ぎ, 何で雇用するか｣ (同上：   ) というタイト
ルのもとで, ｢医療・介護・健康・子育てサービス｣ は ｢インフラ関連／システム輸出 (原子
力, 水, 鉄道等)｣, ｢環境・エネルギー課題解決産業 (スマートグリッド, 次世代自動車等)｣,
｢文化産業立国 (ファッション, コンテンツ, 食, 観光等)｣, ｢先端分野 (ロボット, 宇宙等)｣
とともに ｢戦略５分野｣ の一つに掲げられており,     年時点での市場規模は約   兆円 (戦
略５分野全体では約    兆円) と推計されている (同上：   )｡
さらに    年  月に成立した第二次安倍政権では, ｢全員参加の社会｣, ｢多様な働き方の実
現｣ (内閣府 『日本再興戦略』,      ：  ‒  ) というレトリックのもとで, ｢女性の活躍推進｣
や ｢母子家庭の母等への就業支援｣ によって ｢約  万人分の保育の受け皿を新たに確保｣ する
ために, ｢社会福祉法人はもとより, 株式会社を含む多様な主体でスピード感をもった施設整
備を推進する｣ (同上：  ) として保育の市場化の方向性が明記されている｡ このような方針




スが批判的に述べているように, まさに社会政策が雇用政策に従属する ｢侍女モデル (               )｣ (              ) にもとづいていると言えよう４)｡
保育の市場化は ｢準市場｣ という理論と政策によって推進されている｡ ｢準市場｣ の理論は
ケアの理論と政策    
３) 国家戦略特区・家事支援外国人受け入れ事業の初の採用自治体は神奈川県であり,     年７月の時
点で, ダスキン, パソナ, ポピンズの三つの特定機関 (受け入れ企業) に ｢特定機関基準適合通知書｣
が交付されている (神奈川県産業労働局 (    ) ｢全国初の国家戦略特区・家事支援外国人受入れ事
業｣,                                         年  月  日アクセス)｡ 内閣府の地方創生
推進事務局 ｢規制改革メニュー｣ には,     年以降, 都市再生, 創業, 外国人材, 観光, 医療, 介護,
保育, 雇用, 教育, 農林水産業, 近未来技術が掲げられている (内閣府 (     )                                                       年  月  日アクセス)｡
４) この表現は, ティトマスによる三つの社会政策モデル, ｢残余的福祉モデル｣ ｢産業業績達成モデル｣




権のもとで  年代から  年代にかけて教育, 医療, 住宅, コミュニティケアなどの公的福祉サ
ービス改革で実施に移された｡ ルグランはそれを戦後福祉行政における ｢ビッグバン｣ (                 ) と呼んだが, その手法は  年代後半より労働党ブレア政権 (ニューレイ
バー) のもとで ｢第三の道｣ の社会的投資アプローチによって引き継がれていく５)｡ ルグラン
は, ｢準市場 (     ‒      )｣ の ｢市場 (      )｣ とは, ｢福祉の独占的供給者としての国
家が競争的で独立的な供給主体によって置き換えられる｣ ことを指し, ｢準 (     ) とは多く
の点で通常の市場とは異なっている｣ ことを意味するという｡ それは供給面では, 必ずしも営
利企業ばかりではないからであり, 需要面では現金ではなくて国家による ｢使途を明示した予
算やバウチャー｣ という形態をとるからである (        ‒  ), と６)｡ けれども, 実際には,
ニューレイバーのもとで保育の市場化は進み,     年から    年までに企業による保育は実に
７倍に増加した｡ その結果,     年時点での私立の保育所の資本規模は約  ％, 公立保育所は  ％にすぎない (    ,         ；     ,     )｡ その後,     年以降の保守党と自由民
主党の連立政権および    年以降の保守党単独政権もまた緊縮財政下, 保育の無償時間をさら




本稿の課題は, このように    年代以降, 急速に進展する福祉の市場化のもとで, ｢社会的
ケア｣７) のうち保育に焦点をあてて, 市場化が ｢ケアの危機｣ (              ) をもたらし
ていることを明らかにするとともに, ケアの独自性について考察することである｡ ナンシー・
フレイザーは, 現代における ｢ケアの危機｣ の背後には ｢資本とケアの矛盾｣ (   ) がある
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５) ブレア政権は    年の   白書 『近代的で信頼できる新たな   へ』 の中で,   年代初めに導
入された ｢内部労働市場の弊害をなくす｣ (                      ) としながらも, その一方,
公私のパートナーシップによる福祉の混合経済の方向性を目指した｡ それは,社会的投資アプローチ
と ｢準市場｣ の理論の導入であった｡ なお, ルグランはブレア政権のもとで    年から    年まで首
相のシニア・アドバイザーを務め, その後も, 保健省や子ども・家族・学校省などのワーキング・グ
ループの座長を務めている｡ その後,     年に保守党と自由民主党の連立政権が誕生してからも, 各
種タスク・フォースの座長を歴任している｡
６) ミルトン・フリードマンは, 学校教育における ｢バウチャー制度｣ を積極的に評価して, それは
｢親が学校教育に対して財政的な責任を直接にとれるようにできる方向へ次第に移行していくのを促
進してくれる｣ (        ,     ＝    ：訳   ) と述べている｡ つまり公的資金投入による ｢バウ
チャー制度｣ という ｢準市場｣ は, 供給者間競争の拡大と消費者の ｢選択の自由｣ を拡大することに
よって, バウチャーを超える価格の自由設定を促進し市場化を進展させるというのである｡




それでは以下, ｢１｣ では,     年代以降の ｢福祉と労働の新しい考え方｣ である福祉の契
約主義と社会的投資アプローチを, それが典型的に現われたニューレイバーの ｢第三の道｣ を
取り上げて検討する｡ 近年, わが国では, 社会的投資アプローチを福祉の市場化から切り離し
て ｢社会への投資｣ (三浦    ) であり, ｢投資｣ という表現は ｢権利保障や再分配に拒否反
応を示す経済界や中間層の政治的支持を集めるため｣ (同上：  ) であり ｢政治的｣ なもので
あるにすぎないという道具主義的説明や, 社会とは個人を繋ぐいわば ｢社会資本｣ (           ) であると説明されることがある｡ しかしここで問題なのは, 福祉国家の変容のもとで政
策指針となった社会的投資アプローチの方法と政策的意味である｡ それは ｢第三の道｣ のもと
で, 公共政策の根拠づけとして市場メカニズムにもとづいた ｢コスト・ベネフィット分析｣８)
の手法をとっており, 新自由主義的な性格をもっている｡ わが国においても, 保育に対する投
資とは非認知能力を高めるための幼児教育に対する社会的投資であるという初期教育論が展開
されている｡ 例えば, 池本 (    ) や大竹 (    ) は, ジェームズ・ヘックマン (            ＝    ) の ｢幼児教育の経済学｣ にもとづいて, 就学前の子どもに対する社会的投資を
｢ハイリターン｣ であるという９)｡ つづいて ｢２｣ ではジュリアン・ルグランの ｢準市場｣ の
理論を検討することによって, その理論的枠組みが個人の選好, 動機, 選択にもとづいた ｢合







８)     年代以降の新自由主義のもとで, 公共政策による国家介入の理論的根拠づけとして ｢コスト・
ベネフィット分析｣ が主流になる｡ それは, 新古典派経済学による ｢厚生経済学の定理｣ の前提であ
る完全競争が ｢市場の失敗｣ によって成立しない場合に, パレート効率性を達成するための ｢補償原
理｣ として位置づけられている｡ ｢厚生経済学の定理｣ の批判については竹田 (    ) を, クリント
ン政権下の ｢コスト・ベネフィット分析｣ をめぐる議論については    (    ) を参照｡
９) 中室 (    ) もまた, ヘックマンの理論に依拠して, 幼児教育の重要性を説く｡  ) ジェーン・ルイス (         ) は, エスピン‒アンデルセン (    ＝    ) が女性を高所得と低
所得に分断して, 低所得の母親の子どもへの投資が ｢パレートの意味で真に最適なモデル｣ (     ‒             ＝     訳  ) を成立させて ｢女性革命｣ を達成すると主張することに対して, そ
れが ｢合理的主体モデル｣ にもとづいており, 構造的分析がないと批判する (       )｡
との関係を規定するものであった｡ けれども    年代以降, 新自由主義のもとで福祉国家は変
容し, 福祉の供給に ｢契約｣ 関係が導入されるようになった｡ それは従来の社会契約における
国家と市民との社会契約ではなくて, 国家と個人との契約関係である｡ それを ｢福祉の契約主
義｣ と呼ぶ (                                        原    )｡ 福祉の契約
主義は, 一方で ｢福祉から就労へ (            )｣ という福祉国家の理念の変化をもた
らすとともに, 他方では, 福祉受給についてのコンディショナリティ  ) の強化や雇用労働至上
主義による ｢労働倫理｣ にもとづいて, シングル・マザーや長期失業者などの福祉受給者を
｢依存の文化｣ (      ,          ,     ) として批判する｡ ジェーン・ルイスはそれを,
ニューレイバーによる若者, 長期失業者, および一人親に対するニューディール・プログラム
に見られるように, ｢福祉と労働に関する新しい考え方｣ (          ４) と呼んでいる｡
さらに, 福祉の契約主義は ｢必要｣ (ニード) にもとづく福祉の供給を, ｢契約｣ 概念の導入
によって容易に ｢需要｣ (ディマンド) にもとづく福祉の供給に転換する｡ その結果, 市場に
おける ｢消費者選択｣ や ｢効率性｣ という概念がイデオロギーにまで高められる｡ 実際, わが
国においても,     年の社会福祉基礎構造改革  ) の ｢中間まとめ｣ 以降, 従来の福祉の供給制
度である措置制度にかわって ｢準市場｣ が導入され, ケアの市場化が進行しつつある (伊藤    )  )｡     年には公的介護保険制度が施行され,     年には障がい者福祉・支援費制度,    年には障がい者自立支援法, そして    年４月１日からは ｢子ども・子育て関連３法｣
(    年成立) にもとづいて ｢子ども・子育て支援新制度｣ が始まった｡ われわれは, このよ
うな ｢契約の文化｣ (             ) にもとづく福祉の市場化の実践をイギリスにおいて
典型的な姿で見ることができる｡ それは    年代の保守党サッチャー政権のもとで確立し, そ
の後,     年以降のブレア政権に引き継がれることになった｡
ニューレイバーによる ｢第三の道｣ における ｢福祉の契約主義｣ の考え方はすでに, 『社会
的正義―国民的再生のための戦略 (                                      )』
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  ) ダニエル・セージ (         ＝    (藤田理雄訳)) は, 『イギリスの社会的態度 (                 )』 調査シリーズを用いて, ニューレイバーの福祉のコンディショナリティを検討し
ている｡ そこでは, 福祉の契約主義のもとで ｢失業者に対する眼差しが深刻なほど厳しくなって｣
(同上：４) おり, サッチャー時代よりもさらに労働者階級の分断と社会の分断が深化したことを明
らかにした｡  )     年に旧厚労省で社会福祉基礎構造改革の報告が行われ, 福祉の措置制度をあらためて ｢家庭や
地域の中で, その人らしい自立した生活が送れるよう支える｣ という理念が提起された｡ 措置制度と
は, 無差別平等のもと, 国が最低基準を定め, 公が必要と認めたものを公費で給付する ｢方法｣ であ
る｡ 社会福祉基礎構造改革以降, 福祉の供給が福祉受給者と福祉施設との直接契約制度にもとづくも
のとなり, 福祉の市場化が進展することになった｡  ) 社会政策学会第   回大会 (    年度春季, ６月４‒５日, 明星大学) の共通論題は ｢福祉の市場化
を問う｣ であった｡ そこで筆者は ｢福祉国家の変容とケアの市場化―イギリスにおける保育政策の展
開とジェンダー平等｣ を報告した｡ その内容は原 (     ) を参照｡
(                             ) のなかに登場する｡ 本書は労働党が    年の総
選挙で優位であると言われながらも敗北した後に, 当時の党首ジョン・スミスによって, 公共
政策研究所 (                                 ) の協力のもとで, ベバリッジ報
告以来  年間の社会政策を再検討したものである｡ そこでは, ｢われわれは福祉国家を, 困難
に直面した時のセーフティネットから, 経済機会を目指すスプリングボードにしなければなら
ない｣ (          ) として,   年以降にニューレイバーによって本格化する子どもやコ
ミュニティへの投資が述べられている｡ 以下の文章はブレアが    年に,                           で講演した文章の一部であるが, 『社会的正義』 (    年) の内容を反映する
ものとなっている｡
｢現代のシチズンシップの考え方は権利を与えるが義務を要求する｡ 敬意を示すが見返り




つまり政府と市民との ｢新しい契約｣ (                                                     ) とは, 政府による ｢機会 (          )｣ の提供と市民の ｢責任
(           )｣ との関係, そして強力なコミュニティの存在ということになる｡ この ｢機
会｣ とは労働機会であり, ｢責任｣ とは労働責任である｡ そしてコミュニティはそれらが機能
するための生活の質を規定する空間を形作ることになる｡






以上の思想は,   年に成立した労働党政権によって政策に移されていく｡   年の 『緑書』
(                                                ) には, ｢現代福祉国家
の核心には, 責任と権利にもとづく, 市民と政府の間の新しい契約が存在することになるだろ
う｣ (                                             ) と述べられている｡ す
ケアの理論と政策    
なわち国家は契約にもとづいて福祉の給付をおこなうが, それは, 責任ある行動という ｢準契
約的な見返り (     ‒                 )｣ を要求する｡ 具体的には, ｢失業給付資格は積極
的な求職活動のような労働関連活動に強く条件づけられる｡ ……両親への福祉給付は子どもの
非行を防ぐことを条件とした, 福祉受給者には薬物治療を条件としたり, 若いシングル・マザ
ーには援助の条件として, 監督者つき住居への入居が条件とされる｣ (            )｡ フ




ている｡ 以下, 順次管理の ｢強制的性格｣ が強まっていく｡ (１) 学校と生徒と両親との ｢家
庭と学校との協定 (    ‒               )｣, (２) 囚人と刑務所当局間の ｢契約 (         )｣, (３) 青少年犯罪者と青少年犯罪者委員会との間の ｢青少年犯罪に関する約定 (                      )｣, (４) 雇用サービスと手当を申請している失業者との間の ｢求職者協
定 (                   )｣ (                       )  )｡
以上見られるような ｢福祉の契約主義｣ は,   年代の新自由主義による規制緩和政策と同様
に雇用労働至上主義であり, ｢市場に存在する失業の脅威｣ にもとづいて ｢社会的規律｣ を強
化する新保守主義的統治をともなっている (           ＝       )｡ そこから次の二つの
特徴を指摘することができる｡
第１は, この契約主義化が, ｢労働中心 (    ‒      )｣ の ｢ワークフェア (            )｣ とよばれる政策に対応することによって, ｢社会において, 典型的には無償でおこな
われているケア労働のような形の社会的貢献に対しては……不当な｣ (            ) 取
り扱いとなることである｡
第２は, ｢ワークフェア｣ 政策が家族と労働市場の変化を背景として, 市場主義化・個人主
義化の名のもとで, いわゆる新自由主義的な上からの ｢成人稼ぎ手モデル (                )｣ (                 ) の推進と同時に進められることである｡ つまり福祉の
契約主義は実際には, 古典的な ｢社会契約｣ とはことなり, ｢政府と, カテゴリーとしての市
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  ) これらの事例のうち ｢求職者協定｣ は保守党時代の ｢求職者手当｣ にその起源をもつのであるが,    年以降は労働党のもとでニューディールプログラムの礎石となっていく｡     年時点では若者だ






の ｢不寛容 (       )｣ な帰結であることを強調する (                       )｡
民の間の集合的合意 (                  ) ではなく, 政府と個人的市民の間, あるいは
国家の保護下にある市民同士の契約｣ (                            ) となってい
る｡ そこでは当然男性と女性とは同一の自律的個人として取り扱われることになる｡ 家族にお




(    年) や ｢働き方改革｣ (    年) などの女性労働力政策が ｢一億総活躍社会｣ の名の下で
推進されているけれども, 女性は育児のために非正規労働につかざるをえない｡ つまりそれは,
家族における男女役割分業や, 労働市場における男女賃金格差などの ｢男性稼ぎ主モデル｣ の
もとで, 新自由主義的な ｢成人稼ぎ主モデル｣ が政策によって推進されていることを表してい
る｡ したがって, 市場化による保育の量的拡大政策が保育の質の保障を伴わなければ, たとえ
共働き世帯が増加しても, それは真 (      ) の増加ではなくて, 現実との妥協という意味
での現実的 (       ) な増加であるに過ぎない  )｡
(２) 社会的投資アプローチとケアの市場化    年から    年までの労働党政権は ｢ニューレイバー｣ と呼ばれる｡ そして ｢ニューレイ
バー｣ がとった新しい政治と政策が ｢第三の道｣ である｡ アンソニー・ギデンズは, ｢第三の
道｣ のもとにおける福祉国家を ｢ポジティブ・ウェルフェア社会｣ (           ：訳   )
であるとして, 社会的投資アプローチについて次のように述べている｡ すなわち, ベバリッジ
が 『社会保険および関連サービス』 (             ) のなかで戦後の社会保障制度の目標と
して掲げた ｢窮乏, 疾病, 無知, 不潔, 怠惰｣ という人類の ｢五大悪｣ に対する ｢宣戦布告｣
はすでに ｢ネガティブなものばかり｣ (同上) であり, ｢これからの福祉のあり方は, 個人なら
びに非政府組織が, 富を創造するポジティブ・ウェルフェアの主役なのである｡ ……指針とす
べきなのは, 生計費を直接支給するのではなく, できる限り人的資本 (           ) に投




  )     年  月から  月期の労働力調査によると, 家事や育児, 介護のために非正規の働き方を選んだ
人は   万人と,     年１～３月期に比べて  ％増えた｡ そのうち, 女性は   万人で, ｢正規の仕事
がない｣ ことを理由に非正規になったのは   万人である｡ 残りは ｢介護・育児で非正規｣ を選んだ
人である｡ 女性活躍推進や働き方改革が喧伝されてもなお, 女性労働力の増加の多くが非正規労働で
あることがわかる (『日本経済新聞 (電子版)』     年３月  日)｡
①子どもへの投資と ｢資産の平等主義｣
｢第三の道｣ による社会的投資アプローチには, 明確な平等概念が存在しない｡ それは, ジ
ュリアン・ルグランが適切に述べているように, ｢第三の道｣ においては ｢福祉国家は社会民
主主義よりも新自由主義に近い位置にある｡ 福祉国家は再分配のためではなく, 『リスクのプ
ーリング』 のための手段であり, ……人々の動機は, 人的資本ストックを高めて起業家精神と
危険負担能力を発展させることである｣ (            ：  ‒６), と｡ 事実, トニー・ブレ
アは    年に  年ぶりに政権を取った直後の演説で ｢忘れられた地区と, 忘れられた人々を失
くす (                        ‒         )｣ として, 子どもの貧困対策への強い





うに ｢準市場｣ の手法による公私のパートナーシップであった｡ したがって,     年に社会的
排除防止局 (                   ) が設置されたときに,   人の社会政策と社会学
の教授たちが,            への手紙の中で,    の設立を ｢歓迎｣ しながらも, その




であった｡ スチュワート・ホワイトが言うように, ｢第三の道｣ には明確な ｢平等｣ 概念は存
在しないけれどもワークフェアという考え方の中に ｢資産ベースの平等主義｣ という独自な考
え方が展開されている (            )｡ その論理は以下のとおりである｡ まず国家によ
る福祉の供給は単に不利な状況を軽減することに求められるのではなくて人々が不利な状況に
陥ることを避けることができる資産形成に向けられるべきである (   )｡ ここで, 二つの主
要なターゲットが選ばれる｡ 一つは, 将来の労働者・市民である子どもへの人的投資｡ もう一
つは, 排除されたコミュニティへの投資である｡ すなわち将来の良質な教育を受けた労働力は
ポスト工業社会の知識経済にとって重要であるとともに, 所得の平等に資するということにな
る｡ 子どもへの投資は ｢社会的投資戦略の中心｣ となった (             )｡
②社会的投資アプローチと人的資本論
さらに社会的投資アプローチは, 人的資本論および認知心理学や脳科学による一連の幼児発
立教経済学研究 第  巻 第３号     年   
  ) ニューレイバーによる社会民主主義の立場は, 労働 ｢機会｣ の提供, 労働する ｢義務｣, そしてそ
れを可能にする空間としてのコミュニティの存在である (原    ：  ) 参照｡
達に関する研究成果に根拠付けられている｡ 事実,     年に開始された大蔵省の 『包括的歳出
評価     ～    (                           )』 には, レオン・ファインスタ
イン (            ) とジェイン・ウォルドフォーゲル (            ) による, 社会
階層とこどもの教育水準に関する調査研究が, 政府による貧困地区の子どもへの投資政策の
｢根拠資料 (       )｣ として挙げられていた (                )｡ ファインスタインは
イギリスにおける４歳以下の子どもの教育上の発達がその後の教育成果に与える影響について
調査した｡ そこで,   か月と  か月の幼児からサンプルが選ばれ, その子どもたちの社会的養
育環境と, 子どもたちが５歳児,   歳児に成長した時点の教育水準の相関関係が調査された｡
ファインスタインの研究の理論的前提は ｢教育は将来, 諸個人の生産性に現れる｣ がゆえに
｢諸個人の生産性が上昇するように支援することが間接的に, 将来の所得の増大をもたらす｣
(             ２) という人的資本論である｡ それはさらに ｢教育の経済学｣ に結びつく｡
すなわち, 子どもたちの教育成果に対する貢献度は, 学校の質よりも, 子どもたちの ｢親の教
育に対する関心｣ (   ) の方がより大きいという｡ それは, 五分位で評価された各世帯の所
得階層と子どもへの関心度の高さの相関関係として示される｡ つまり所得階層が上位にいくほ
ど, 子どもの教育に対する親の関心度が高まるという正の関係がみられるという｡
一方, ウォルドフォーゲル (            ) は, ランド研究所 (            ) によ
る幼児教育研究,     年代にアメリカに導入された貧困家庭の子どもたちに対する就学前の幼
児教育である ｢ヘッド・スタートプログラム｣ の長期的影響に関する調査研究, そしてアメリ
カの国立小児保健発育研究所 (                                                   ) による育児研究などの成果にもとづきながら, 幼児教育のもつ潜在的利益と
不利益を明らかにした｡ こうしてその後, ｢第三の道｣ における社会的投資アプローチは, フ
ァイスタインやウォルドフォーゲルによる研究成果による ｢エビデンス｣ に根拠づけられるこ
とになった｡ すなわちブレアによって導入された ｢シュア・スタート｣ プログラムや, ｢就学
前の子どもに対するサービスへの実質的な投資｣ (                ) の指針になったので
ある｡
ここで注目されるのは, ｢第三の道｣ における子どもへの初期投資は当初より ｢二つの課題｣
(      ) をもつことになったことである｡ 一つは, 子どもの貧困を削減するという課題で
あり, もう一つは貧困地区に対する教育, 健康, 両親へのサポートなどの公共政策によって広
範な不利な状況を社会的投資によって削減するということである｡ すなわち前者は貧困の削減
を, 後者は貧困なこどもとその家族 (とくにひとり親の女性) の社会的包摂と将来への投資を
意図するものである｡ それは具体的には, 保育施設の拡充のための投資の拡大が ｢準市場｣ 化
による公私のパートナーシップの下で推進されるとともに, 貧困な地区と家族の母親を就労に





一方における相対的貧困率の減少と, 他方における所得格差の拡大である｡     (                      ) の社会的排除防止センター (                                  ) のキティ・スチュアートによれば, 子どもの貧困率 (相対的貧困率) は,     ／  年
と     ７年を比較すると  ％の低下である｡ また貧困率の持続期間も, 過去４年間のうち３
年間, 貧困線以下で過ごした子どもの割合は    ／  年における  ％から    ／  年における  ％へ減少した｡ 政府の公約には届かない値だが (目標は, 相対的貧困率の  ％減少), 数字
上は着実な成果をあげたといえよう｡ しかしその一方, あらたな問題を生じさせた｡ それは所





テス・リッジ (         ) は ｢雇用こそは, 不利な状態にある子どもたちとその家族の
利益になる｣ というニューレイバーのワークフェア政策を検証するために, ひとり親の低所得
家庭に対して,     年から    年にかけてインタビュー調査をおこなった｡ そこで取り上げら
れたのは,   人のひとり親の母親と  人からなる子どもたちである｡ そこでわかったのは, 第
一に母親たちの就労がきわめて不安定なことである｡ 彼女たちは雇用と失業との間で, ｢生活







市場｣ 化による社会的投資アプローチにもとづくものであった｡ わが国においても,     年の
社会福祉基礎構造改革以降, 従来の福祉の供給制度 (措置制度) にかわって ｢準市場｣ が導入
された｡ それはまさに    年代以降の ｢契約の文化｣  ) (             ) の広がりであっ
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  ) ジェーン・ルイスは, メージャー政権下,     年のコミュニティケアへの ｢準市場｣ の導入に対し
て, 供給主体である非営利のボランティアセンターが ｢準市場｣ による ｢契約の文化｣ に取り込まれ
ることによって, 市場化したことを明らかにしている｡
た｡ ｢準市場｣ 化という福祉の市場化は,     年の公的介護保険制度の導入以降, 障がい, 保
育という社会的ケアの領域で実践に移されている (駒村    ,     ,     ；佐橋     ；後    ；平岡    )｡ 本節では, まず ｢準市場｣ の理論的性格について検討する｡
(１) ｢準市場｣ の導入
｢準市場｣ とは, 福祉の供給主体に民間営利・非営利の参入を認め, 公的機関の責任をサー
ビスの調整や購入の役割に限定することである｡ つまり従来の措置制度との違いは, 公的機関
による福祉の供給に対する責任が民間に移譲されることである｡ それは, 福祉国家の ｢縮減｣
による財政支出の削減と, 福祉の契約主義による市場化の論理を適切に表す理論的・政策的概
念である｡ このような ｢準市場｣ の理論は    年代後半から  年代前半にかけてイギリスで,
ジュリアン・ルグランやハワード・グレナスター (                             ＝         ＝                                                    )  ) らによ
って議論された｡ ルグランは ｢準市場｣ による福祉サービス改革は右派・左派を問わないとい
う｡ 実際には, その多くが                        や                 など
の保守派のシンクタンクによって提起されているが, その一方, 中道左派の雑誌である        誌上でも, 労働党のマイケル・ヤング (           ) やパトリシア・ヒュイット
(           ) らによって ｢準市場｣ 論が提起されている (                 )｡    年にヤングは,    における   (                  ) に対するバウチャー制度の
導入を提案した｡ また労働党のニール・キノック (        ) の下で働き, 後にブレア政
権のもとで財務省や通商産業省, 保健省の大臣を務めたヒュイットは育児休業終了後の５歳未
満の子どもに対する保育のバウチャー制度構想を提起した (   )｡
ルグランはイギリスにおける社会サービスへの市場メカニズム導入が実施に移された    年,    年を, イギリス社会政策史における ｢ビッグバン｣ (                  駒村       ) と呼んでいる｡     年には ｢教育法｣,     年には ｢地方自治体および住宅法｣ が成立し,
さらに同年,    改革に関する報告書や, コミュニティケアと地方への権限移譲を提言した
｢グリフィスレポート｣ が提出された｡ その後,     年にはメージャー政権のもとでコミュニ
ティケア法が成立した｡
ケアの理論と政策    
  ) ルグランは準市場を正当化する理論的根拠を述べている｡ それに対して, グレナスターは当時, 相
次いで行われた市場化による福祉改革の政策的帰結の問題点を検討した｡ そこでは, ｢中産階級が政
治的パワーのヒエラルキーの中で排除される問題が生じること｣ (                               ) が指摘されている｡
(２) ルグランによる ｢準市場｣ の理論
①Knight/Pawn モデルから Knave/Queen モデルへ
ルグランは ｢準市場｣ 論構想について次のように述べている｡ すなわち戦後福祉国家におけ
るコンセンサスとは, 福祉国家における社会サービスの担い手は強い ｢利他心｣ を備えており,
また納税者も ｢啓蒙的利己｣ から恵まれない人々への同情心をもっていたという前提に支えら
れたものであった｡ しかし,   年代のサッチャー時代以降は, ヒュームにならって, 社会サー
ビスで働く人々は利己心にしたがう     (悪党) という前提のもので組織が組み立てられる
ようになった｡ ｢準市場｣ は, このように納税者は利己的であるという動機を社会サービス市
場に導入したうえで, 市場のインセンティブによって利己心を公共財に向けて機能させるとい
う方法である (                 ‒８), と｡ 図１は政策立案者が, 公共サービス部門で
働く労働者と福祉サービス受給者の動機や行為主体をどのように考えているのか (イデオロギ
ー) について, ルグランが整理した図である (               )｡
二つの直交する軸の横軸は人間の行動を駆り立てる動機 (        ) であり, 縦軸は行
為主体 (      ) の性格である｡ つまり従来の福祉国家のイデオロギーである社会民主主義
は, 人間の動機を利他的な     (騎士) のように, 福祉受給者を受動的で消極的な    
(チェスの歩) のようにみなしている (          )｡ それに対して,   年代のサッチャー
政権に見られるような新自由主義は, 人間の動機を利己的な     (悪党) とみなし, 福祉
受給者は能動的で積極的なチェスの駒の      (女王) とみなしている (           )｡
市場社会主義は ｢平等や社会的正義という社会民主主義的目的を新自由主義的な方法, つまり
市場に依存することによって達成しようとする｣ (      ) として, 右上の象限で新自由主
義の左側におかれている｡ ブレア政権による ｢第三の道｣ (           ) もまた ｢福祉国
家は社会民主主義よりも新自由主義に近い位置にある｡ 福祉国家は再分配のためではなく,
『リスクのプーリング』 のための手段であり ｢社会的投資国家｣ と呼ばれている｡ つまり人々
の動機は, 人的資本ストックを高めて起業家精神と危険負担能力を発展させることである｣
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(出典)                 
図１ 動機, 行為主体とイデオロギー
(               ‒６)  ) と｡ したがって, ｢第三の道｣ は ｢社会市場ではあっても, 市場
を明らかに好ましいものとみなしている｣ (      ) として, 市場社会主義とともに右上の
象限に位置づけられている｡ そして, ｢準市場の登場が, 左下の象限から右上の象限への移行｣
(      ) をもたらすことになると言う｡
以上見られるように, ルグランの ｢準市場｣ 諭の特徴は, 市場における行為主体が動機にも
とづいて主体的で合理的に行動することを前提している点にある｡ ルグランは一貫して, リチ
ャード・ティトマスによる ｢市場は人々の選択の幅を狭めてしまう｣ という主張を批判する｡
実際, ティトマスは ｢人間が社会学的に, また生物学的に助けたいというニーズを持っている
のに, それを表現する機会を奪うならば, それは贈与関係 (            ) に入る自由を
奪うことになる｣ (           ＝        ‒  ) と述べていた｡
ルグランによる ｢準市場｣ の理論的性格は, 以下に見られるように, ティトマスの                (           ) の ｢あとがき｣ の中に明瞭である｡
②ルグランによるティトマス批判
ティトマスの               は, アメリカの血液市場とイギリスの ｢献血｣ 制度





ルグランは               への ｢あとがき｣ において, 内容を４点に整理して批
判している｡ ルグランによれば, ティトマスの第一の主張は, 血液市場は経済学でいう ｢分配
の非効率性｣ が支配する場であり不足や過剰のような ｢無駄｣ が生じる｡ さらに重要なのは
｢汚染された血液｣ によって血液の質の低下とそのことによる破滅的影響を生み出す｡ 第二は
このような血液市場の管理はボランティアによる献血よりも費用がかかる｡ 第三は血液市場と
いうものは悪い方向で ｢再分配的｣ である｡ そこでは ｢貧者から富者へ, 不利で搾取されてい
る者から, 有利で力のある者へ血液とその生産物の移転が起きる｣｡ 第四は, 最も破滅的なの
は, 血液市場は最終的に社会全体を貶めてしまう｡ そこでは ｢献血という利他的動機は排除さ
れ, 荒々しい計算高い利己心にとってかわられる｣ (                 ‒４) というもの
である｡
それに対してルグランは, 市場における動機と行為主体の議論を展開することによってティ
トマスを批判している｡ 一つは, ティトマスの議論は ｢衝撃的｣ ではある｡ しかし, 血液市場
ケアの理論と政策    
  ) この箇所は, ルグランによるギデンズ (               ‒  ) からの引用である｡
の非効率性の問題点とは, 市場における ｢情報の非対称性｣ や ｢逆選択｣ の問題であり, 市場
それ自体の問題ではない (       )｡ もう一つは, 市場では貧者から富者への富の再分配
が起こるという主張にたいしては, 貧者は暮らし向きが悪くなったとは言えない｡ なぜなら
｢貧者自身の期待では, 暮らし向きが良くなると考えていたのであって, そうでなければ, そ
のような取引を行わないだろうから｣ (       )｡
こうして, ルグランの理論は, ティトマスのいう市場の逆再分配機能にたいしても, それを
貧者の ｢選択｣ の問題に解消する｡ 制度の機動力は, あくまで個人主義的な ｢利己心｣ と ｢選
択｣ の自由ということになる｡ そして ｢情報の非対称性｣ や ｢逆選択｣ の問題は, 市場自体の
問題ではなくて, ｢市場の失敗｣ の問題となる｡ したがって, そこでは市場の効率性の論理は




以上, 福祉の契約主義と社会的投資アプローチ, そしてその理論的根拠としての ｢準市場｣
の理論を検討した｡ その特徴は, ｢契約の文化｣ にもとづく市場主義であり, ｢合理的個人モデ
ル｣ であった｡ けれども現実には, ｢準市場｣ による福祉の市場化は ｢ケアの危機｣ を生み出
している｡ それに対して, 以下に見られるように, フェミニスト経済学はケアと市場との関係,
ケア労働の意味, そしてケアレジーム論による福祉国家の動態化の理論を展開している｡
(１) 資本主義とケア
ナンシー・フレイザーは, 現代における保育や介護などの ｢ケアの危機｣ (              ) の根底には ｢資本主義とケアの矛盾｣ (   ) があるという｡ フレイザーは, 資本主義社
会において経済 (＝市場) の領域は社会の一部に過ぎないという理解にもとづいてケアの理論
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  ) このような論理は, ｢厚生経済学の定理｣ を前提したものである｡ 完全競争が達成されていればそ
こでは ｢パレート最適｣ が実現することになる｡ ｢情報の非対称性｣ や独占の存在などによって ｢市
場の失敗｣ が起きた場合にのみ, 政府の介入が行われることになる｡  ) ルグランは, リバタリアンのチャールズ・マレー (           ) やローレンス・ミード (         ) に対しては, ｢人格を本質的に受動的なものとしている｣ (               ) として批判
している｡ 一方, バーナード・マンデヴィル (             ) を, 政策立案にさいして, 人々が
｢悪党 (      )｣ であるという確固たる事実に注意を向けた最初の哲学者であり, 風刺家であると
して評価している (               )｡  ) 本節のうち, (２) と (３) は原 (     ：  ‒７    ‒５) の内容をもとに整理・補足したもので
ある｡
を展開する｡ つまり, 資本主義的市場メカニズムは資本主義社会の一部であり, 市場の外部に
は市場の ｢基礎的可能性条件｣ (               訳  ) としてのケア (｢社会的再生産｣  ))
や環境が存在するというものである｡ 家族における労働力の再生産過程は市場に労働力を供給
する｡ しかしケア (育児や介護) の論理は市場の論理と異なって, ｢関係的｣ ｢情緒的｣ 労働に
もとづく, ケア供給者とケアの受給者との関係である｡ それに対して, 福祉の市場化は, 供給
主体間の競争と消費者 ｢選択｣ の自由をケアの領域に導入することによって, 効率性を高める
ものである｡ だがそれは, ケア労働条件の悪化や, それに伴うケアの質の悪化, そして ｢ケア
の危機｣ を導く｡ こうして資本主義は自らの基礎を掘り崩すことになるいう  )｡





を提起する｡ 以下, 家事労働論争の問題提起を継承した上で,   年代にケア労働の独自性を明
らかにした, スーザン・ヒメルワイトの理論を考案する｡
(２) 労働からケアへ――ヒメルワイトの問題提起    年代, イギリスの    (社会主義経済学者会議                           )
ケアの理論と政策    
  ) ここでいう ｢社会的再生産｣ とは労働力の再生産過程のことである｡  ) ケア領域への市場の侵入は ｢準市場｣ 化による民営化にとどまらない｡ フレーザーは ｢ケアの危機｣
として, アップルやフェイスブックなどの  企業が ｢優能な女性労働者｣ が出産を先延ばしできる
ように, ｢卵子凍結｣ の費用をフリンジベネフィットとして提供する事例をあげている｡ それは市場
の論理のもとで労働力再生産の ｢民営化｣ が身体にまで介入することを示している｡ さらに, ペンタ
ゴンが若い兵士に対して, ｢卵子凍結｣ や ｢精子凍結｣ を提供するプランについても述べられている｡
そこでは ｢軍事の論理｣ が労働力の再生産に優先している (               )｡  )     年代から    年にかけて,   年代の価値論論争と家事労働論争の成果と現代的意義を問う試み
が当時の論争参加者によって行われている｡ サイモン・モハン (     (   )     ) は価値論論争
について, ジル・ガーディナー (            ) とヒメルワイト (        (   ),     ) は
家事労働論争について回顧している｡ 価値論論争の主要な論客であったヒメルワイトは ｢後記｣ のな
かで, マルクス価値論から ｢現実的抽象 (              )｣ の方法を学んだと述べている｡  ) 無償労働は価値を生まないとするセンサスの取扱いに対する女性からの批判は, すでに  世紀末に





拡張の諸結果｣ (            ＝    ) を発表した｡ まさに  年代のフェミニスト経済学
は ｢ケアの意味と組織の両者をめぐって議論を形作ってきた｣ (                     １)｡ わが国においても, 竹中 (    ) による新たな ｢ケア供給モデル｣ の検討, 久場
(    ) による ｢制度の経済学｣ としてのケアの経済学などが展開されている｡
ヒメルワイトのケア労働分析の特徴は, 以下の二つに整理できる｡
第一にヒメルワイトは, ケアという労働概念が市場における労働概念の直接的適用では解明
できない特殊な性格をもつという｡ それは,   年代における無償労働の ｢発見｣ を前史としな
がらも, ケア労働が理論的にも実践的にも独自な性格をもっているという主張である｡ 確かに,




家事労働は有償労働と同様に ｢労働｣ として社会的に認知されるようになった｡ そして, その
分析は  年代における時間利用調査へのジェンダー視点の導入や  年代における国連     
(国民経済計算体系) へのサテライト勘定の導入など, 政策の理論的根拠となった｡
けれどもヒメルワイトが問題にしたのは, そのような家事労働の ｢評価｣ の過程において
｢あるものが失われた｣ (      ,      訳   ) ことである｡ ｢あるもの｣ とは, 家事労
働のうち ｢個人的｣ で ｢関係的｣ ｢情緒的｣ な性格をもつケア労働の意味と, それを発見する
｢能力｣ である｡ 家事労働と市場労働の関係については, 以下のように述べられている｡ すな
わち労働概念は次の三つの要件を必要とする｡ ①労働はそれ自身のためになされるものではな
いがゆえに機会費用概念が成立する, ②社会的分業に位置づけられる, ③活動の主体が誰かは
関係なく, 労働者とその労働との間に距離があることである (同上    )｡ ヒメルワイトは,
ケア労働には③の概念が欠落しているという｡ なぜならケアは, ケアの担い手と, ケアの受給




(同上    ) かのように現れる｡   年代以降の労働力の女性化にともなって, 無償労働は二
分化し, 一方では炊事や洗濯などの家事労働は市場化という形態で社会化し, 他方では無償労
働のうち育児や介護などのケアは社会化が困難な労働として家族という私的領域にとどまりつ
づける｡ それは, 前述のように, ケア労働が, 市場における労働の第三の要件を満たしていな
いことに起因する｡
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ここでヒメルワイトによって提起されたケア労働の理論的分析は, われわれにとって示唆的
である｡ 現実には, 女性の労働市場への進出にともなって, 育児や介護は ｢準市場｣ 化という
方法で社会化されている｡ 例えばわが国において    年に施行された ｢子ども・子育て支援新
制度｣ は, 待機児童対策の名のもとで ｢準市場｣ の方法によって保育の量的拡大を目指すもの









このような保育の質の悪化は, 政府による保育への ｢投資｣ の拡大にもかかわらず, それが





型論の中心概念である ｢脱商品化｣ 指標は, 福祉国家の成熟度を測る尺度とされており, 具体
的には商品化された労働者に付与される老齢年金, 疾病保険, 失業保険などを指す｡ 一方, ジ
ェンダー視点からは, この指標が家庭内の女性のケア労働を無視しており, 女性は男性の扶養
家族においてのみ ｢脱商品化｣ の恩恵を受けることができるという批判が提起された｡ エスピ
ン‒アンデルセンはその批判を受け入れて, 後に, 育児や介護の社会化を測定する ｢脱家族化｣
指標を提起したが (       ＝    ), そこにはケアの構造的性格についての理解は存在し




調査をもとに保育士の労働実態を明らかにした清水 (    ) を参照｡  ) 筆者は,     年度の第  回国際フェミニスト経済学会 (                                                                   ‒                          ) におい
て, 保育をめぐる ｢二つの規制緩和｣ について報告した (         )｡
デイリーとルイスの理論の最大の特徴は, 動態化に際して ｢誰がケアを担うのか｣ という
｢主体｣ と, ｢どのような経済的・社会的・規範的状況のもとでケアが行われているか｣ という
｢主体｣ による ｢活動｣ の重要性を指摘したことである｡ それは, 比較福祉国家論を含む従来
の福祉国家論においては, その主たる分析がもっぱら福祉国家の社会保障プログラムの制度的
比較に陥っていることに対する批判の観点を示すものである｡
表１は, ｢社会的ケア｣ 概念の構造とその動態化の枠組みを示したものである｡ ｢社会的ケア｣
の概念はミクロレベルとマクロレベルに分けて示される｡ まず上段のケアの概念は, ケア労働,
ケアの責任, ケアのコストからなる｡ 中段はケアの担い手の労働環境を指標で示すものである
が, ミクロレベルではケアの担い手の置かれた社会保障, 経済的・社会的・規範的状況, 経済
的活動パターンが示される｡ マクロレベルにはケア労働が行われる際のインフラストラクチャ
ーと, セクター間へのケア供給の分配がおかれる｡ そして下段の ｢変化の軌跡｣ では, ミクロ
レベルにおいてケア労働の主体間への分配やその条件の変化, アイデンティティの変化, マク
ロレベルでは, 国家, 市場, 家族, コミュニティへのケアの分配があげられる｡
現実には, 日々の活動におけるミクロレベルでの変化は把握が容易であるが, 他方, マクロ
レベルでの変化は把握が難しい｡ デイリーとルイスは, 動態化はミクロレベルからマクロレベ
ルへの境界をまたいで生じるという｡ 具体的には, 育児・介護休業制度における育児・介護時
間と所得補償の確保, パパ・クォータ制の導入, 保育施設の導入などである｡ そして, ミクロ
レベルにおける女性と男性のケアの分配やアイデンティティの変化を通して, マクロレベルに
おけるケアの分配の変化をもたらすという｡ ここで提示された ｢社会的ケア｣ の概念構造の展
開は, ケアを構造的にとらえて動態化を目指す点において, フレイザーによる ｢資本主義とケ
アの矛盾｣ の分析, ヒメルワイトによるケア労働の分析と連携して, ケアの政治経済学の理論
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表１ ｢社会的ケア｣ 概念の構造
マクロレベル ミクロレベル
概 念 国家, 市場, 家族, コミュニティにおける
ケアの分配 (労働, 責任, コスト)
家族とコミュニティの諸個人間のケアの分配
(労働, 責任, コスト)




















とによって, その理論と政策の方法を明らかにするとともに, ｢ケアの危機｣ (           )
の意味について考察することであった｡ 以下, 本論でえられた論点をまとめることにしよう｡
第一に, 保育の市場化の位置づけについてである｡ 保育の供給に ｢準市場｣ を導入するとい
う政策は    年代末に始まる社会福祉基礎構造改革においてすでに方向性が与えられていた｡
けれども, その政策上の位置づけは, 一貫して, 女性労働力創出政策のための保育の拡充政策
と, ケアのサービス産業化による ｢雇用創出｣ 戦略であった｡ 小泉政権の経済諮問会議の 『緊
急報告』 (    年) においても, 民主党政権の ｢産業構造ビジョン｣ (    年) においても, さ
らに第二次安倍政権の 『日本再興戦略』 (内閣府     ) においても同様である｡ つまりそこ
では, 保育政策という社会政策は女性労働力推進政策とケアのサービス産業化政策という経済
政策に取り込まれている｡
第二は, 福祉の市場化の論理である ｢準市場｣ は, 社会的投資アプローチの方法と連携して
進められている｡ ｢準市場｣ の理論は行為主体の動機に基礎をおく個人主義的で ｢合理的｣ な
モデルにもとづくものである｡ その特徴は, 多様な供給主体による競争と消費者選択によって
効率性を高めるというものである｡ すなわち, それは, 完全競争における ｢パレート最適｣ を
前提にしたうえで, 福祉の供給においては ｢情報の非対称性｣ があるが故に政府の介入を認め
るというものである｡ さらに社会的投資アプローチは, 公私のパートナーシップによる混合経
済化と ｢準市場｣ の手法を伴うものであった｡ それは市場主義という意味で新自由主義に親和
的であり, 市場均衡のための ｢補償原理｣ としての ｢コスト・ベネフィット分析｣ を取り入れ
た公共政策の方法である｡
｢準市場｣ の理論家であり, ブレア政権のシニア・アドバイザーであったルグランは, ｢第三
の道｣ は ｢市場を明らかに好ましいものとみなして｣ おり, ｢社会民主主義よりも新自由主義
に近い位置にある｡ 福祉国家は再分配のためではなく, 『リスクのプーリング』 のための手段｣
(               ‒  ) であると述べている｡ 事実, ニューレイバーのもとで, 保育の市
場化は進み,     年から    年までに企業による保育施設が 倍に増えている｡ 同時に, 保育
料が高騰し    年時点において保育に困難を抱える親が５人に１人となっている (             ：  ；原,      ：  )｡ したがって, 社会的投資アプローチが福祉の市場化と結びつい
ていることが重要な論点となる｡ 近年, 社会的投資における投資とは, 企業を説得するための
レトリックと説明されることがあるが (三浦    ), 社会的投資アプローチが新自由主義と親
和的であることに留意する必要がある｡ その観点が欠落したまま ｢投資｣ をレトリックと言い
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換えるのは, あまりにも道具主義的であると言わざるをえない｡
第三に, 保育や介護などの社会的ケアは, ケアする主体とケアを受ける客体 (子どもや高齢
者) の関係を含む概念である｡ ヒメルワイトが言うようにケア労働は関係的労働である｡ それ
は, 資本主義的市場労働の効率性の論理にはなじまない｡ その独自な性格は, たとえ家庭で行
われていたケアが市場化されてもなお残る｡ 現実には, 保育の市場化によって保育の供給主体
の多様化とともに, 保育条件 (保育士の配置基準など) の規制緩和と保育労働条件の悪化 (労
働時間や賃金など) が生じている｡ その結果, 保育施設と直接に契約を結ぶ子どもの親と子ど
も達は, 自己責任が強化され, きわめて脆弱な立場におかれる｡ それは, 市場がケアの領域に
入り込むことによって引き起こされた ｢ケアの危機｣ (           ) である｡ われわれは,
社会的ケアの独自性, 資本主義とケアの関係を明らかにすることによって, ケアを基軸とした
福祉国家の構造の動態 (                ) を描く必要があるのではないだろうか｡
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